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根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

消防法及び消防組織法・救急高度化推進計画（個別計画）

担当課

1

市民生活

　中学生以上を対象に救命講習を受講させ、救急隊が到着するまでの間に心肺停止状態

に陥った傷病者に対し心肺蘇生法を行わせること、また、すべての救急事案に救急救命士

を出場させ、質の高い救急救命処置を施すことによって、心肺停止傷病者の救命率の向上

を図る。

１．平成２３年中の救急出場は６，２１７件で搬送人員は５，８４０人、そのうち１４７人の心肺停止状態

の傷病者を高度な医療機関に搬送した。心肺停止状態の傷病者のうち６人が社会復帰しており、その

内訳は一般市民による応急手当が実施されて社会復帰した傷病者は５人、救急隊が搬送中に心肺

停止状態に陥り社会復帰した傷病者が１名であった。

２．救急救命士と救急資器材の増強など救急業務の高度化を目的に、平成３年度に「救急高度化推

進計画書」を策定、以来毎年見直しして計画性をもって事業を推進している。

３．一般市民等を対象とし、ＡＥＤの取扱いを含めた心肺蘇生法を学ぶ普通救命講習を開催した。開

催方法は、毎月第二日曜日と１９日の一般公募による定期開催、団体からの随時申し込み、出前講

座による申し込みがある。

・平成２３年中の救命講習（Ⅰ・Ⅱ・上級）は延べ１３８回

・講習場所は消防署若しくは申込者が希望する会館や事業所

４．救急車に１名以上救急救命士を搭乗させるために、極力、同じ日に休暇を取得しないように心が
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内容

（手段）

従事者数

対前年比

Ｈ21決算額

４．救急車に１名以上救急救命士を搭乗させるために、極力、同じ日に休暇を取得しないように心が

け、どうしても休暇が重なる日にあっては、２名以上の救急救命士が勤務している署・支署より補充や

ローテーションをして補っている。

５．内訳（本署１係６人、２係６人、東支署１係５人、２係５人、南支署１係９人、２係９人、北支署１係９

人、２係９人、再任用１人）計５９人の事務分担率（救急業務に関すること。救急法の指導に関するこ

と。）を計算し正職員１９．００人工、その他職員０．７５人工とする。

６．上記２～３の内容を正職員１９．００人工その他職員０．７５人工が交代して対応している。

７．上記４の内容は正職員１９．００人工で対応している。

【直接経費の内訳】

【旅費】特別旅費：３９，２４０円　【需用費】消耗品：２，６３５，５９６円、医薬材料費：８３８，７１７円　【役

務費】手数料：７１１，６１５円、保険料：３８，２８０円　【委託料】事後検証費等：１，４２７，０００円　【賃

借料】AED借上料：４４，１００円　【備品】備品：２３６，７７５円　【負担金】負担金：１，０００円
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　平成２３年度は、救急救命士資格を取得した職員２名と民間救急救命士養成所を卒

業して採用した１名が運用開始となり、さらに、名古屋市へ派遣していた救急救命士１

名が現場復帰し運用（専ら救急車に搭乗）救命士が４名増の２２名になった。平成２３

年度中の救急救命士の救急車搭乗率は成果目標を達成することが出来た。

　平成２３年中の普通救命講習受講者数は２，０００人を超え、成果指標の目標を達

成させることができた。
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　救急救命士の救急車搭乗率は本署及び支署ごとに搭乗率を出し、目的意識を持た

せることで成果目標が達成できているが、夜間等の出場は救急救命士1人が連続し

事業番号

方向性の判定
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現状維持

　救急救命士が救急車に搭乗しないことは、傷病者の救命率にも影響するほか、救

急活動全般に対する質の向上にもつながらない。

　一般市民が行った心肺蘇生やＡＥＤの使用によって、心肺停止した傷病者が社会復

帰することに繋がった事案も増え始めており、普通救命講習を廃止することは、救命

できる可能性を下げることになる。

　特に心肺停止した傷病者の救命（社会復帰）率を向上させるには、質の高い救急活

動のほか、心肺停止した時点で間髪なく開始される、一般市民等による応急手当が

必用不可欠であるため。
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事業を縮小・

廃止したときの

影響

　救急出場に対する救急救命士の搭乗率を向上させるためには、当面は毎年2名の

職員を養成機関に派遣したり、資格者を採用する計画としている。

　普通救命講習の受講率を向上させるためには、応急手当の必要性のＰＲに努める

など、今後も普及啓発活動を推進していく。また、受講希望者（団体）の要望に応える

ために、指導者の養成及び質の確保を継続していく。

一次評価のとおり。
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事業実施におけ

る課題等

せることで成果目標が達成できているが、夜間等の出場は救急救命士1人が連続し

て出場することがあり、身体的な負担が大きいことが課題である。

　普通救命講習に関しては、再任用職員やファーストエイドサポーター（愛知県が養

成した指導者）などを活用し講師の調整等を行っているが、勤務人員不足により時間

外勤務にて対応する場合がある。


